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原材料・燃料高騰が経営を圧迫 
～受注・売上不振よりも深刻な経営課題に～ 

 
 
概 要 

国内景気、自社業況ともに悲観的な結果となった。ここ数ヵ月続くサブプライム問題で景況マインド

が低迷している中、原材料・燃料の高騰や建築基準法改正の影響などで更なる悪化を招いた。特に、コ

スト増加を販売価格に転嫁しづらい中小企業を中心に、軒並み各指標が大きく悪化したほか、今後の見

通しについても慎重な見方が多い。 
 
 
 
（注）２月下旬から３月上旬にかけ同調査を実施し、623 社中 528 社から回答を得た（対象は、京都府内に本社、本店

を持つ企業）。また１～３月期のＢＳＩ値は、2007 年 10～12 月期の景況感を基準に強気なら「プラス」、弱気な
ら「マイナス（▲）」で表している。算出方法は、上昇回答から下降回答を差し引き、２分の１を乗算。 

 

 

Ⅰ 国内景気動向 
１～３月期ＢＳＩ値は、▲２５．７となるとともに、全業種でも大幅に下降した。また今後の見通し

についても、４～６月期、７～９月期ともに全業種で大幅な下降を予想しており、先行き悪化が懸念さ

れる。 
 
 

Ⅱ 企業経営動向 
 

自社業況（総合判断）  

１～３月期のＢＳＩ値は、▲１２．８と大幅に下降した。４～６月期の見通し（▲５．２）は需

要期に当たるものの全体的に力強さが感じられず、旅館・ホテル、食料品卸などの一部業種を除き、

更なる下降を予想しているなど、慎重な見方をしている。 

 

 

※自社業況（総合判断）は、以下に続く「生産・売上高、工事施工高」から「資金繰り」まで

の６項目を総合的に判断したもの。 

 

１．生産・売上高、工事施工高  

１～３月期のＢＳＩ値は、▲１２．７と大幅に減少した。今後の見通しについて企業規模別

に見ると、大企業では、ほぼ横ばいで推移するものの、中小企業では大幅な減少を予想してい

るなど、規模間で大きな差が見られる。 

 

２．製・商品・サービス・請負価格 

  １～３月期のＢＳＩ値は、▲２．１と幾分下降した。今後の見通しについて業種別に見ると、

料理・飲食、食料品卸、食料品製造など、食料品関係業種を中心に上昇すると予想している。 

 

 



 

３．経常利益 

 １～３月期のＢＳＩ値は、▲１５．６と減益となった企業が大幅に増加した。今後の見通しに

ついては、需要期に当たる４～６月期でも、ほとんどの企業が減益を見通しており、慎重な見方

をしている。 

 

 

４．所定外労働時間 

１～３月期のＢＳＩ値▲４．７と減少した。今後の見通しについては、４～６月期、７～９月

期ともに企業規模を問わず、ほとんどの業種で減少すると予想している。 

 

 

５．製・商品在庫 

 １～３月期の製・商品在庫は、「過剰」とする企業が２１．９％と過剰感が見られた。業種別

では、繊維関係業種のほか、精密機械（４６．７％）でも過剰感が見られた。なお、精密機械の

前年同期比は１６．７％である。 

 

 

６．資金繰り 

１～３月期のＢＳＩ値は、▲４．８と幾分悪化した。今後の見通しについては、大企業では横

ばいで推移するものの、中小企業では悪化すると予想している。 

 
 

Ⅲ 当面の経営上の問題点 
  １位の「原材(燃)料高」（５０．６％）に続いて、２位に「受注・売上げ不振」（４７．７％）、３

位に「過当競争」（２８．４％）となった。原材(燃)料高が経営に大きな影響を与えていることがう

かがえる。また、企業経営の今後の方向を聞くと、前回調査で４位であった「省力化・合理化の徹底」

が３位となるなど「原材(燃)料高」の影響の大きさが見受けられる（１位は前回同様、人材の開発・

育成）。 
 
Ⅳ 企業経営の今後の方向（年１回３月時点調査で実施） 
 前回調査（2007年３月）に続き「人材の開発・育成」（前回５２．１％→今回４８．５％）が

第１位で高いポイントを示した。第２位には「製品商品・新技術の研究・開発」（３７．６％→

３９．８％）が挙げられた。なお、前回調査で第４位だった「省力化・合理化の徹底」（２８．

０％→３４．１％）が、第３位となった。 

 

 

  

 

 


